
行使は法律(これにもとづく命令を含む)にしたがってなされな

ければならない1 と定めており，行政俊闘は明確に定められた

その所拡都務を符う場合に， 法律命令にしたがってその綿限を

行わなければならないとしづ ， いわば法治行政の原貝IJを明らか

にしている点である。

(2) 第 2 草 木省の項で運輸若手機会・本省内部部局 ・ 本省付

属俄|刻ならびに地方支分割i局等の設置および所教IJPYi:等を定め

ており ， 陸五II部門において， 鉄道 ・ 自動車に関する監1'H'f致事

務は本企?においては鉄道監督局ならびに自動車局がこれにあた

り，地方においては陸運局が国鉄に対する監督業務を除いてこ

れを行うべきことを定めている。

(3) 第 3 t，'i: 外局の項で陸連関係でない海上保安庁 ・ 海量産簿

判庁等 5 外局の設置およびその所掌事項が定められている。

(4) 第 4 t，'i: 職員の項l主運輸省の職員の任免・昇任・懲戒そ

の他人事管J'J!に|刻する事項は国家公務員法(昭和 22 年法律鈴

120 号)の定めによるべきこと，職員の定員はべつに法律で定

めるべきこと等が定められている。ー」運輸省。日本固有鉄道。

日本国平T鉄道法。(小倉三郎)

うんゆしんぎかい運輸審議会 巡輸省設置法 (HIHミ1 24 年法

律第 157 号，以下 L設置法1 という)第 5 条の規定にもとづき，

連総省に常慨されている運輸大臣の諮問俊民1である 。

1 設悦の思!由 巡輸大臣が， その権限とされている行政事

務のうち， 国民生活に大きな影響を及ぼす事項について必要な

措位をする峨合に，広い経験と高い識見を有する委員をもって

組織する務機会にはかり，そこにおいて民主的にかつ多方面か

らの検討を加えたうえなされる決定を尊重して行えばいっそう

合理的かつ公平な判断をなし得ることともなり ， 公共の利益を

確保し得るゆえんともなる。ここに巡輸大庄の諮問機関として

五II輸若手機会を設位する理由があり，その目的とするとこ ろは巡

輸行政の民主的迎営にある。

2 国室長行政組織法上の地位 ・ 性格 巡輸審議会は運輸大臣

の議問話器|測であって， その本質において設置法第 38 条に掲げ

る各極の若手議会と何ら異なるところがなく，国家行政組織法

{昭和 23 年法律第 120 号)上の地位は同法第 8 条にいう付属後

闘である。しかし巡輸審議会は， 他の一般の審議会と問視され

ず，五II総省の最高意思決定に結びつく重要滋関として設位法に

おいてはとくに第 2 章第 l 節(内部部局の節の前)に規定してい

る。

五II紛瀞官民会と3m輸大臣との関係は，述紛審議会にはかるべき

事項については， 巡輸大臣は巡輪車罪言語会の決定を~'lf.ill:して必要

な措{泣をとらなければならないのであるが， 絶対的にはこれに

拘束されるものではない。したがって巡輸大臣が巡紛若手級会の

決定をJ!r1ll しつつも，なおこれと異なる措置をとってもその摘

低は法律上は完全に有効である。 運輸若手議会が運輸大臣に対し

てなす勧告についてもまた同様である。つぎに運輸若手般会が決

定または勧告を行うに当っては，各委員は自己の良心にしたが

ってのみ%.U~を表明すればよいのであるが，委員もまた巡輸省

の職員であるから，服務上運輸大臣の一般的監督に服すること

は当然である。

運輸務総会と内部部局との関係については，巡輸若手際会の権

能と内部部局のそれとは何ら重復するものではない。大臣官房

および関係各局の長は (1) 運輸審議会の要求がある場合には，

その所掌に属する事務について必要な資料を提出すべき義務が

あり (2) 自ら必要があると認めるときは，述輸務議会に対し

その所掌事務について意見を述べることができる。また各局の

長は巡愉大臣の指僚にしたがい，その所掌事務について運輸審

うんゆしんぎ

談会の決定を災行に移すため必要な措置をとらなければならな

いことになっている。

3 組 織巡輸若手談会は 7 人の委員をも って組織し，委

員のうちの l 人に巡総事務次官が充てられている。会長を{世き

委員の互選によって選任されるが，べつに委員のうちから，会

長に事故がある場合に会長の職務を代行する者を定めておくこ

とにな っている。

運輸IJ~務次官たる委員以外の委員の任命は. 年齢 35 年以上

の者で広い経験と高い識見を有する者のうちから，内閣総理!大

院が雨絞院の同意を得て行う。 1寝免の場合の手続もこれと問機

である.欠陥条件は (1) 国務大臣 ・ 国会談Aまたは地方公一共

団体の級会の議員 (2) 政党の役員であることであって，また

委員は他の政府職員の殺を兼ねてはならないことになっている。

任期は 3 年で蒋任されることができ る。この委員は国家公務員

法(昭和 22 年法律第 120 号)第 2 条第 3 項第 9 号による特別職

の験Aである。

五E輸瀞;花会に若手理官(現在 8 名)が置かれている。若手J'J!官は公

聴会を主宰して事実の苦手砲を行い，その他五llf申瀞級会のIJ~務を

補助するものであって，速繍大臣が巡輸省の職員のうちから命

ずる。.ìill総務"高会のm、務を取扱ういわば事務局的性絡をもっと

ころは，巡紛本省大臣官房若手理官室であるが(昭和 27 年政令第

391 号巡検省組織令第 7 条) ，審理官室長は，審理官のうちから

首席管理官として運輸大臣から指名された者をも って充てる こ

とになっている(昭和 27 年連鎗省令第 73 号・運輸省組織規程

第 3 条)。

4 任務・権限 速輸若手談会の任務 ・ 権限の第 l は， 設置法

第 6 条第 1 項に掲げる事項(以 FL諮問事項1 という)につい

て，五E輸大臣が必裂な織1lïをする場合にその諮問を受けて決定

を行うことである。ただし諮問事項のうち， 迎輸鮮級会が軽微

なものと隠めるものについては，運輸大臣は運愉苦手絞会にはか

らないでもよいことになっている。 その第 2 は諮問事項につい

て，署員権により，または手IJ望Z関係人の申請にもとづき運輸大臣

に対して必要な勧告をすることである。

諮問事項は設置法第 6 条第 l 項に列挙されているが，運輸審

議会は巡愉大臣の諮問1観測であるから，諮問を受けるi随凶は運

輸大臣の権限内のものにかぎられることは当然である。諮問事

項として掲げられている事項のうちには， 国会その他の国家信基

関の行う事項にわたるものもあるが，運輸審議会の決定が述愉

大臣以外の国家後l刻の意思決定に関与するものでないことはも

ちろんである。たとえば L 日本国有鉄道における基木的な巡賃

及び料金の設定若しくは変更又はこれらに関する総可1 のうち，

鉄道の fJ'i車旅客巡l:l ・ 事扱貨物運賃等の設定 ・ 変更は，国有鉄

道辺氏法(昭和 23 年法律第 112 号)改正の手続により国会にお

いて決定されるものであって，運輸大臣の権限に属するもので

はない。しかし政府(主務大臣は運輸大臣)がこれに関する法律

家を拠出する鴻合にあっては， 運輸大臣は運輸苦手続会にはかっ

たうえ.ìill輸大臣としての草案を決定 しなければならないのであ

って，これを諮問事項としたのはこの趣旨を規定したものでゐ

る。また L地方鉄道の免許並びに軌道及び無軌条電車の特許1

等のうち，軌道および無軌条電車に関するものは述紛大臣と建

設大臣の共管となっている。主II輸審議会が決定するのは，逃i紛

大医の意思を決定する前後としての効力を有するに止まり，建

設大臣の意思決定に対しては直接的には何らの効力をもつもの

ではない。

5 巡輸若手議会の運営 ・ 審辺手続の概要 設置法(第 2 章第

l 節)の規定のほか，巡輸審議会一般規則(昭和 27 年運輸省令
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